
ご挨拶 
 

  企業、とりわけ中堅中小企業が地域展開をしていく場合、どの地域、どの都道府県が近年、成長発展

しているのか、どの社会力、どの経済力はどの地域、どの都道府県が近年、成長発展しているのか、と

いったことに関する事前の客観的な評価分析は必要不可欠なことですが、現実は容易なことではありま

せん。というのは、大企業と比較し経営資源が不足する中堅中小企業が、調査研究といった即効的な投

資対効果が総じて効きにくい「基礎的資料の収集・分析」や「明日の成長発展」のための部署・スタッ

フを、社内に日常的に豊富に抱えておくのは正直難しいことだからです。 

その結果、中堅中小企業は総じて、この作業を怠り、ほんの一握りの事実・現象や、何の根拠もない

巷の風評を信じ、あるいは経営者のこれまでの経験則等により、地域や業種等の選択・投資をしてしま

い、あえなく撤退を余儀なくされてしまった例が以外に多いのです。 

 こうした現実を踏まえ、『社長の最良の相談相手』を目指し、中堅中小企業の成長発展を専門的かつ総

合的に支援しているアタックスグループでは、こうした調査研究面でも中堅中小企業の経営革新を強力

に支援していくため、中堅中小企業の経営革新や市場調査等を専門とする大学教授や企業再生のプロフ

ェッショナルらの参加・協力を得て、本年度より調査研究事業室を、新たに立ち上げました。 

 本レポートは、中堅中小企業が拠点の再編や営業販売活動の重点等、エリア戦略を展開していく判断

資料として、また地方自治体等産業支援機関においては、地域産業政策の立案・実施の基礎資料として

活用していただくことを願い、アタックスグループの株式会社アタックス「調査研究事業室」でまとめ

ました。 

 本調査研究レポートが、中堅中小企業の経営者や幹部社員の「その時の決断」や産業支援機関の今後

の政策立案に、少しでもお役に立てれば幸いです。 

 おわりに、本調査研究レポートの作成にあたり、共同研究機関として多大なご協力と助言を戴いた法

政大学大学院イノベーションマネジメント研究科教授（静岡文化芸術大学教授）坂本光司研究室に対し

まして厚くお礼申し上げます。 

 

 

                   平成１８年４月 

アタックスグループ 株式会社 アタックス 

代表取締役社長 西浦 道明 
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以下は、2006年5月1日に報道資料として配布されたものより、一部をそのまま記載しています。 

なお、著作は株式会社アタックスならびに坂本光司に帰属しています。 
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『47都道府県の過去10年間の経済成長力』サマリー版 

 

 

 



Ⅰ．調査研究の概要 

 
１．調査研究の目的 

  中堅中小企業の新たな投資場所や、重視すべき営業販売拠点等、地域戦略展開の判断

資料を提供するとともに、地方自治体等産業支援機関の地域産業政策の立案・実施のた

めの基礎資料を提供する。 
 
２．調査研究の対象 

  今回調査研究の対象としたのは、地域の経済力や生産性ではなく、20の社会経済デー

タを用いた、過去10年間の47都道府県の「経済成長力」である。 

 
３．調査研究の方法 

  調査研究の方法は、国が定期的に実施、発刊している社会経済統計の中から、とりわ

け地域経済の成長力を極端に示していると思われる項目と、産業・企業に関する客観性

高い民間資料を利活用し、その中から計20の項目を選定し、都道府県の成長力を求めた。 

  なお、成長力を求めた期間は10年間で、それぞれの項目の調査時点における最新統計

と、その10年前の統計を利活用し、計算した。 

  しかしながら、社会経済統計の実施年の関係で、10年間の増減率ではなく、10年間の

そのデータの平均値で求めた項目もある。 

 
４．調査研究に用いた項目及び比較期間 

（１）経済成長力計算に用いた項目及び比較期間 

   今回、経済成長力を求めるために使用した20の社会経済項目とその比較期間及び比

較方法等は、以下（図表１）の通りである。 

比較期間 社会経済統計名

1 人口増減率 1995～2005総務省「国勢調査」

2 若年人口増減率 1995～2005総務省「住民基本台帳」

3 県内総生産増減率 1992～2002内閣府「県民経済計算年報」

4 民営事業所数増減率 1994～2004総務省「事業所・企業統計調査」

5 民営事業所数従事者増減率 1994～2004総務省「事業所・企業統計調査」

6 農業産出額増減率 1994～2004農林水産省「生産農業所得統計」

7 製造品出荷額増減率 1994～2004経済産業省「工業統計表」

8 年間工場立地件数 1994～2004経済産業省「工場立地動向調査」

9 小売商業販売額増減率 1994～2004経済産業省「商業統計表」

10卸売業販売増減率 1994～2004経済産業省「商業統計表」

11飲食店増減率 1994～2004厚生労働省「衛生行政業務報告」

12サービス業事業所数増減率 1994～2004総務省「事業所・企業統計調査」

13従業員100人以上事業所数 1994～2004総務省「事業所・企業統計調査」

14高額所得法人増減率 1994～2004東京商工リサーチ調べ

項目

図表１　経済成長力計算に用いた項目及び比較期間等の一覧

 



比較期間 社会経済統計名

15有効求人倍率 1994～2004厚生労働省「一般職業紹介状況」

16預貯金残高増減率(個人・企業) 1994～2004日本銀行「金融経済統計月報」他

17新設事業所比率（開業率） 1994～2004総務省「事業所・企業統計調査」

18課税対象所得額増減率 1994～2004総務省「市町村税課税状況等の調」

19地方税増減率 1993～2003総務省「都道府県決算状況調」

20労働者現金給与総額増減率 1994～2004厚生労働省「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」

項目

図表１　経済成長力計算に用いた項目及び比較期間等の一覧（続き）

 

 

５．ランキングと評点の付け方 

成長力ランキングは、比較期間の成長率や平均値が高い方から順番に、第 1位～第 47

位と付した。 

また評点は、増減率等極端なデータのバラツキを調整するため、今回は10段階評価方

式を用い、ランキングの結果を以下のようにグルーピングし、評点を付した。 

 

第1位  ～  第4位 ・・・・・  10点 

第5位  ～   第9位 ・・・・・  9点 

第10位  ～  第14位 ・・・・・  8点 

第15位  ～  第19位 ・・・・・  7点 

第20位  ～  第24位 ・・・・・  6点 

第25位  ～  第29位 ・・・・・  5点 

第30位  ～  第34位 ・・・・・  4点 

第35位  ～  第39位 ・・・・・  3点 

第40位  ～  第44位 ・・・・・  2点 

第45位  ～  第47位 ・・・・・  1点 

 

  そして総合ランキングは 20項目の評点の平均値が最も高い都道府県を第 1位とし、

最も低い都道府県を第47位とした。 

  なお要因分析においては、ランキング結果を総合評点により「高成長県」・「中成長

県」そして「低成長県」と3つにグルーピングしてある。 
 
６．調査研究の期間 

 調査研究の期間は2006年2月～4月 

 
７．調査研究のスタッフ 

調査研究は、アタックスグループの㈱アタックス調査研究事業室のスタッフが、法政

大学大学院イノベーションマネジメント研究科（ＭＢＡ）教授（静岡文化芸術大学教授）

であり、当社顧問の坂本光司研究室と共同で行った。 



Ⅱ．調査研究の結果の概要 

 
１．総合ランキング 

20項目それぞれのランキングに、10段階評価に基づく評点を付し、その評点合計を20

で除して平均評点を求めた。そして、その高い順に第1位～第47位とランキングを付し

た。 

  この結果、過去およそ10年間の「20の指標からみた経済成長力」が最も高かったのは、

沖縄県の 8.8点、第2位は福岡県の 7.5点、第 3位は滋賀県と宮崎県の 7.4点、そして

第5位は愛知県と鹿児島県の7.2点等と続く。 

  逆に最も低かったのが、和歌山県の 2.9点、第 46位が山口県の 3.7点、第 45位が秋

田県と大阪府の3.8点、そして第43位が富山県の4.1点等と続く。 

  ちなみに、東京圏では東京都が 6.2点で第 19位、神奈川県が 6.5点で第 13位、埼玉

県が6.6点で第11位、そして千葉県が7.0点で第8位であった（図表２）（図表３）。 

  なお、今回のランキング結果を平均評点が6.5点～を「高成長県」、平均評点5.0～6.4

点を「中成長県」そして平均評点が4.9点以下を「低成長県」と、3つにグルーピングし

て日本の地図上にプロットしてみると、「高成長県」は千葉県、埼玉県、神奈川県、茨城

県、栃木県そして群馬県等、関東内陸部、とりわけ北関東に位置する県や愛知県、滋賀

都道府県 評点合計 平均評点 総合ランク 都道府県 評点合計 平均評点 総合ランク

北 海 道 128 6.4 15 滋 賀 148 7.4 3

青 森 122 6.1 21 京 都 85 4.3 40

岩 手 122 6.1 21 大 阪 75 3.8 44

宮 城 126 6.3 17 兵 庫 101 5.1 28

秋 田 75 3.8 44 奈 良 127 6.4 15

山 形 105 5.3 26 和 歌 山 57 2.9 47

福 島 99 5.0 30 鳥 取 96 4.8 33

茨 城 140 7.0 8 島 根 97 4.9 32

栃 木 133 6.7 10 岡 山 90 4.5 38

群 馬 129 6.5 13 広 島 91 4.6 36

埼 玉 132 6.6 11 山 口 73 3.7 46

千 葉 139 7.0 8 徳 島 117 5.9 24

東 京 124 6.2 19 香 川 91 4.6 36

神 奈 川 129 6.5 13 愛 媛 96 4.8 33

新 潟 83 4.2 41 高 知 109 5.5 25

富 山 81 4.1 43 福 岡 149 7.5 2

石 川 100 5.0 30 佐 賀 123 6.2 19

福 井 83 4.2 41 長 崎 89 4.5 38

山 梨 101 5.1 28 熊 本 142 7.1 7

長 野 103 5.2 27 大 分 125 6.3 17

岐 阜 95 4.8 33 宮 崎 147 7.4 3

静 岡 122 6.1 21 鹿 児 島 143 7.2 5

愛 知 144 7.2 5 沖 縄 175 8.8 1

三 重 131 6.6 11

図表２　総合ランキング表



県そして三重県等、愛知県の西地区の県、さらには福岡県、宮崎県、鹿児島県そして熊

本県等、長崎県を除く南九州地区の県と沖縄県である。 

  一方、「低成長県」は和歌山県、大阪府そして京都府等、大阪府とその南北に位置する

県や中国地区の全ての県と四国地方の瀬戸内海に位置する県、さらには山形県と石川県

を除く日本海側に位置する県に集中しているのが分かる（図表４）（図表５）。 

図表３　４７都道府県の経済成長力（総合成長力ランク分布）

北海道
（15）

青森県
（20）

山形県
（26）宮城県

（17）

岩手県
（21）

秋田県
（45）

新潟県
（41）

福島県
（30）

栃木県
（10）群馬県

（13）

埼玉県
（11）

茨城県
（8）

東京都
（22）

千葉県
（9）

神奈川県
（14）

静岡県
（23）

長野県
（27）

富山県
（42）

石川県
（31）

岐阜県
（35）

福井県
（43）

愛知県
（5）

三重県
（12）

滋賀県
（3）

京都府
（40）

兵庫県
（29）

岡山県
（38）

鳥取県
（33）

広島県
（37）

島根県
（32）

山口県
（46）

福岡県
（2）

佐賀県
（19）

長崎県
（39） 大分県

（18）

宮崎県
（4）熊本県

（7）

奈良県
（16）和歌山県

（47）

香川県
（36）

大阪府
（44）

徳島県
（24）

高知県
（25）愛媛県

（34）鹿児島県
（6）

沖縄県
（1）

山梨県
（28）

高成長県

平均評点6.5点～

中成長県

平均評点5.0～6.4点

低成長県

平均評点4.9点～

図表４　平均評点による区分

沖縄、福岡、滋賀、宮崎、愛知、鹿児島、熊本、茨城、千葉、栃木、
埼玉、三重、群馬、神奈川

北海道、奈良、宮城、大分、東京、佐賀、青森、岩手、静岡、徳島、
高知、山形、長野、山梨、兵庫、石川、福島

島根、鳥取、愛媛、岐阜、香川、広島、岡山、長崎、京都、新潟、富山、
福井、大阪、秋田、山口、和歌山



  総合ランキングが第1位となった沖縄県は、製造品出荷額増加率が第29位、工場立地

件数が第 43位、労働者現金給与総額増加率が第 47位と伸び率が低かったものの、第 1

位となった項目が 12あったのをはじめ、他の大半の項目が上位にあり、この 10年間の

総合的な伸びが示されている。 
総合ランキングが第2位となった福岡県は、県内総生産増加率が第41位、製造品出荷

額増加率が第 31位そして労働者現金給与総額増加率が第 40位と低位であったが、他の

項目は総じて高位にあり、やはりこの間の安定した高い伸びが示されている。さらに総

合ランキングが第3位となった滋賀県は、農業産出額が第39位、サービス業事業所増加

率が第 32位そして労働者現金給与総額増加率が第 31位と低位であったが、人口増加率

と民営事業所増加率がともに第1位であることをはじめ、総じて項目が高位であった。 

一方、総合ランキングが第47位と最も低かった和歌山県は、県内総生産増加率が第12

位、製造品出荷額増加率が第14位と中位であったが、他の大半の項目は 30番台～40番

図表５　４７都道府県の経済成長力（総合成長力分布）

高成長県（平均評点6.5以上）

中成長県（平均評点5.0～6.4）

低成長県（平均評点4.9以下）



台と低調であった。また総合ランキングが第46位であった山口県は、製造品出荷額増加

率が第 4位と高位であったが、他の大半の項目は低調であった。さらに総合ランキング

が秋田県と並び第44位であった大阪府は、有効求人倍率が高まり第5位、新設事業所比

率（開業率）が第 4位と高位であったが、他の大半の項目は低調であった（巻末・参考

資料１）。 

 

 



III．まとめ 

 

① 過去10年間の47都道府県の経済成長力は、近年の企業の業績と同様、一様ではな 

く大きくばらついている。 

 

② この10年間の経済成長力の格差は、かつてのような三大都市圏と地方圏、とりわけ 

東京圏と東京圏から遠く離れた地方圏といった格差ではなくなってきている。 

 

③ この10年間、総合成長力が高かったのは、東京圏及び北関東地区、愛知県及びその 

西地区の県、そして長崎県を除く九州・沖縄地区の県である。 

 

④ 逆にこの10年間、総合経済成長力が低かったのは、大阪府及びその南北地区の県、 

中国・四国地方の瀬戸内海地区の県、そして山形県と石川県を除く日本海側に位置す 

る県である。 

 

⑤ 高成長県、中成長県そして低成長県と各項目との相関をみると、労働者１人当たり 

現金給与総額増加率を除き20項目中19項目で明確な相関が示されている。 

 

⑥ 高成長県に共通してみられる特徴は、事業所、農業、製造業、小売業、卸売業、飲 

食店、サービス業従業員100人以上企業、高額所得法人そして有効求人倍率といった 

産業に関する項目の増加率や減少率あるいは水準値が中成長県や低成長県を大きく上 

回っている点である。 

 

 ⑦ 高成長県と中成長県そして低成長県のとりわけ決定的な違いは、製造品出荷額増加 

率や工場立地件数といった工業関連項目や飲食店増加率、サービス業増加率、従業員 

100人以上企業増加率、高額所得法人増加率そして有効求人倍率増加率等である。 

 

⑧ つまり近年の地域間格差・都道府県格差は規模やロケーションではなく、地域の産

業活力とりわけ魅力的な企業・就業空間の有無や、そのレベルといえる。 

 

 ⑨ 近年、47都道府県の経済成長力は、これまでのイメージを覆す、またかつての構図

ではない新しい動きがみられ、中堅中小企業の拠点戦略や営業販売戦略の見直しが必

要である。 

 

⑩ 近年、農業については沖縄県・栃木県そして鹿児島県、工業では大分県・三重県そし

て山形県等、小売業では沖縄県・長崎県そして熊本県等、飲食店では沖縄県・熊本県



そして鹿児島県等、サービス業では沖縄県・愛知県そして東京都等、そして従業員100

人以上企業については沖縄県・埼玉県そして奈良県等が注目県である。 
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